
証券コード　7565

平成27年６月５日

株　主　各　位
大阪市福島区福島７丁目15番30号

萬 世 電 機 株 式 会 社
取締役社長 占 部 正 浩

第69期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第69期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く
ださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができま
すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行
使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月25日（木曜日）午
後５時50分までに到着するようご送付くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時
２．場 所 大阪市福島区福島７丁目15番30号

本社４階会議室
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第69期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第69期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役８名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じ
た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス 　
http://www.mansei.co.jp）に掲載させていただきます。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、消費税率の引上げに伴う駆け込み

需要の反動や円安による原材料価格の上昇等の懸念材料もありましたが、経

済政策や金融緩和策により企業収益や雇用情勢が改善し、国内景気は緩やか

な回復基調で推移しました。

　当社グループの関連する業界につきましては、企業収益の向上を背景に設

備投資に回復の兆しが現れてきました。

　このような状況の中、当社グループは既存顧客との関係強化、新規顧客の

開拓、取扱商材の拡大に努めてまいりました。

　これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高220億22百万円（前期比

7.9％増）、販売費及び一般管理費の増加があったものの、売上が伸長した

ことにより営業利益６億27百万円（同比17.3％増）、経常利益６億83百万円

（同比26.1％増）、固定資産売却益を特別利益に計上したことにより当期純

利益17億93百万円（同比373.8％増）となりました。

 
　各セグメントの状況は、次のとおりであります。

（売上高）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 区　分 前期 当期 増減金額 前期比

電気機器・産業用システム 9,868 11,302 1,434 14.5％増

電子デバイス・情報通信機器 6,936 6,170 △766 11.1％減

設備機器 3,601 4,501 900 25.0％増

その他(※) － 47 47 －

合計 20,406 22,022 1,615 7.9％増

※「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない太陽光発電事業であり、

　平成26年10月より事業を開始しております。
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（電気機器・産業用システム）　　売上高113億２百万円

　電気機器・産業用システムにつきましては、国内製造業などでの設備更新

の増加や大型案件により、受配電用電機品、ＦＡ機器、重電機器が伸長しま

した。

　この結果、部門全体では売上高113億２百万円（前期比14.5％増）となり

ました。

（電子デバイス・情報通信機器）　売上高61億70百万円

　電子デバイスにつきましては、マイコン、パワー半導体が伸長しました。

情報通信機器につきましては、アミューズメント向け案件が剥落しました。

　この結果、部門全体では売上高61億70百万円（前期比11.1％減）となりま

した。

（設備機器）　　　　　　　　　　売上高45億１百万円

　設備機器につきましては、新築・リニューアル需要が増加し、業務用空調

機及び関連工事が伸長しました。

　この結果、部門全体では売上高45億１百万円（前期比25.0％増）となりま

した。

②　設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の

総額は10億42百万円で、その主なものは次のとおりであります。

イ．当連結会計年度中に完成した主要設備

日本原ソーラーエナジー株式会社　日本原太陽光発電所の新設

ロ．当連結会計年度中において継続中の主要設備の新設、拡充

当社の新本社屋の建設（平成28年２月完成予定）

ハ．当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

当社の本社社屋の売却（平成26年12月売却）

③　資金調達の状況

　当社グループは、機動的な資金確保による財務リスクマネージメントの強

化及び資金効率の向上を目的として、主要取引金融機関と総額10億円を限度

とするコミットメントライン契約を締結しております。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　分
第66期

平成24年３月期

第67期

平成25年３月期

第68期

平成26年３月期

第69期

（当連結会計年度）

平成27年３月期

売 上 高 (千円) 20,859,199 20,655,052 20,406,250 22,022,138

経常利益 (千円) 401,747 522,041 541,837 683,113

当期純利益 (千円) 195,738 257,863 378,605 1,793,996

１ 株 当 た り
42.68 56.22 82.56 391.33

当期純利益（円)

総 資 産 (千円) 15,572,492 15,644,041 14,728,446 17,718,862

純 資 産 (千円) 7,228,005 7,579,934 7,902,086 9,707,383

１ 株 当 た り
1,576.00 1,652.77 1,723.32 2,119.89

純 資 産 額（円)

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数、１株当たり純資産額は期末発行済株式

総数に基づき算出しております。なお、期中平均発行済株式総数及び期末発行済株式総数

は、いずれも自己株式を控除して算出しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社等との関係

　当社は三菱電機株式会社の関係会社にあたり、同社は当社の議決権を

22.0％保有しております。

　なお、同社との当期中の取引は、仕入高の44.6％、売上高の4.5％の割合

を占めております。

②　重要な子会社の状況

名 称 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容

萬 世 電 機 香 港 有 限 公 司 1,500千香港ドル 100.0％
電子デバイス品
の仕入・販売

万 世 電 機 貿 易 （ 上 海 ）
有 限 公 司

1,300千USドル 100.0％
電気機器、電子デバイス品
の仕入・販売

日本原ソーラーエナジー

株 式 会 社
10百万円 100.0％ 太陽光による発電事業

－ 4 －



(4) 対処すべき課題

　当社グループは、「顧客志向に徹し情報・商品・技術を迅速に提供します」、

「常に技術力の向上に努め顧客の信頼に応えます」、「新市場・新分野への

拡大に努め社業の発展を図ります」を経営の基本方針とし、売上高営業利益

率を重要な経営指標として、企業経営に取り組んでまいります。

　中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題といたしましては、お客様

のベストパートナーであり続け、ともに成長する企業を目指し、収益性を伴

った企業価値の向上に努めてまいり、次の２点に注力してまいります。

① 収益基盤の強化、拡大

　新規顧客の開拓や顧客との関係強化を図り既存顧客の深掘、取扱商材の拡

大、新ビジネスの創造に注力してまいります。また、香港・上海の両現地法

人と連携し、経済発展を続けているアジア市場の需要掘り起こしに取り組ん

でまいります。

② 人材育成

　「顧客起点」を念頭に、社員一人ひとりの実行力、実現力を高めることで

組織の活性化を図り、目的意識と責任感を持ち仕事を進めていける自律した

人材の育成に取り組んでまいります。
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(5) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在）

　当社グループは、当社と子会社３社及びその他の関係会社１社により構成

されており、電気機器・産業用システム、電子デバイス・情報通信機器、設

備機器の販売、及びこれらに付帯する工事の設計・施工、保守・サービス等

の事業を営んでおります。

　当社グループを構成する連結子会社３社は、次のとおりです。

・ 萬世電機香港有限公司 電子デバイス品の仕入・販売

・ 万世電機貿易（上海）有限公司 電気機器、電子デバイス品の仕入・販売

・ 日本原ソーラーエナジー株式会社 太陽光発電事業

　また当社は、その他の関係会社に当たる三菱電機株式会社との間で販売代

理店契約等を締結しております。

　各セグメントに属する主な商品及びサービスは次のとおりであります。

区 分 主 な 商 品 及 び サ ー ビ ス

電気機器・産業用
シ ス テ ム

回転機、ホイスト、産業扇、電磁開閉器、遮断器、電力量計、
指示計器、高圧機器、トランス、シーケンサ、表示器、インバ
ータ、ＡＣサーボ、クラッチ、ロボット、発電機・受変電シス
テム、計測監視制御システム、生産ライン制御システム、検査
計測システム、物流搬送システム、駆動制御システム、産業メ
カトロシステム、各種プラント用システム、他

電子デバイス・情
報 通 信 機 器

半導体、パワー素子、実装基板、光応用機器、液晶、サーバー、
パソコン、ディスプレイモニター、プリンタ、ＨＤＤ、映像情
報通信機器、民生用組み込みマイコンソフトウェア開発、電子
機器の受託生産サービス（ＥＭＳ）、他

設 備 機 器

パッケージエアコン、各種冷凍機、小型内蔵ショーケース、ル
ームエアコン、換気扇、チラー、電気温水器、照明器具、エレ
ベーター、エスカレーター、太陽光発電設備工事、電気工事、
空調・給排水衛生設備工事、冷凍・冷蔵設備工事、クリーンル
ーム工事、植物工場設備、ＨＡＣＣＰ設備、冷暖房空調機器の
保守・据付・修理、他
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(6) 主要な営業所（平成27年３月31日現在）

①　当社

名 称 所 在 地

本 社 大 阪 市 福 島 区

神 戸 支 店 神 戸 市 兵 庫 区

東 京 支 店 東 京 都 千 代 田 区

②　子会社

名 称 所 在 地

萬 世 電 機 香 港 有 限 公 司 Canton Road, Kowloon, Hong Kong

万 世 電 機 貿 易 （ 上 海 ） 有 限 公 司 XianXia Road, Shanghai, China

日 本 原 ソ ー ラ ー エ ナ ジ ー 株 式 会 社 大 阪 市 福 島 区

(7) 使用人の状況（平成27年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

178名 △3名

（注）使用人数には、派遣社員等（6名）は含まれておりません。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

171名 △2名 40.6歳 16.2年

（注）使用人数には、派遣社員等（6名）は含まれておりません。

(8) 主要な借入先の状況（平成27年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 150,000千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 60,000千円
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成27年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 16,000,000株

②　発行済株式の総数 4,600,000株

③　株主数 549名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

三 菱 電 機 株 式 会 社 1,000,100株 21.8％

日 光 産 業 株 式 会 社 533,000 11.6

萬 世 電 機 従 業 員 持 株 会 147,966 3.2

株 式 会 社 サ ン セ イ テ ク ノ ス 120,000 2.6

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 110,000 2.4

東 洋 電 機 製 造 株 式 会 社 100,000 2.2

占 部 正 浩 92,050 2.0

ソ シ エ テ ジ エ ネ ラ ル エ ヌ ア ー ル
エ イ エ ヌ オ ー デ イ テ イ テ イ

90,000 2.0

占 部 嘉 英 78,100 1.7

占 部 弘 晃 66,935 1.5

（注）持株比率は自己株式（20,805株）を控除して計算しております。
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(2) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況等

代 表 取 締 役
取 締 役 社 長

占 部 正 浩
萬世電機香港有限公司取締役
日 光 産 業 株 式 会 社 取 締 役

専 務 取 締 役 村 山 憲 司
管 理 本 部 長 兼 経 営 企 画 部 長
万世電機貿易（上海）有限公司監事
日本原ソーラーエナジー株式会社代表取締役

常 務 取 締 役 奥 田 弘 志
産 業 シ ス テ ム 本 部 長
兼システムエンジニアリング部担当

万世電機貿易（上海）有限公司執行董事

常 務 取 締 役 松 岡 直 樹
Ｆ Ａ 機 器 本 部 長
兼 神 戸 支 店 長 兼 業 務 部 長

取 締 役 郡 山 公 秀
フ ァ シ リ テ ィ ー 本 部 長
兼 フ ァ シ リ テ ィ ー 第 一 部 長
兼 フ ァ シ リ テ ィ ー 第 三 部 長

取 締 役 伊 藤 弘 行
電 子 デ バ イ ス 本 部 長
兼東京支店長兼電子技術部長
萬世電機香港有限公司董事長

取 締 役 相 談 役 占 部 嘉 英 日 光 産 業 株 式 会 社 監 査 役

取 締 役 宮 原 次 郎 三菱電機株式会社関西支社副支社長

常 勤 監 査 役 柴 　 田 　 喜 一 郎

監 査 役 谷 間 　 高

公 認 会 計 士
株式会社コプラス代表取締役社長
株式会社オペレーションファクトリー社外監査役
株 式 会 社 ア ク セ ア 取 締 役
株式会社コムエンスホールディングス監査役

監 査 役 柳 田 雅 英
三菱電機株式会社関西支社経理部長
株式会社たけびし社外監査役

（注）１．取締役宮原次郎氏は、社外取締役であります。なお、同氏は平成27年４月１日付で三
菱電機ビルテクノサービス株式会社に出向しております。

２．監査役谷間高氏及び監査役柳田雅英氏は、社外監査役であります。
３．監査役谷間高氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。
４．監査役谷間高氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同

取引所に届け出ております。
５．監査役柳田雅英氏は、三菱電機株式会社関西支社経理部長であり、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有しております。なお、同氏は平成27年４月１日付で三菱電機
株式会社営業本部事業企画部長に異動しております。

６．平成26年６月27日開催の第68期定時株主総会終結の時をもって、取締役の宮本敦夫氏
は退任いたしました。
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②　取締役及び監査役の報酬等

イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

7名
(0)

139百万円
(0)

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

2
(1)

11
(3)

合 計 9 150

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第60期定時株主総会において年額180

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第60期定時株主総会において年額40

百万円以内と決議いただいております。
４．上記の支給額には、以下のものが含まれております。
・当事業年度における役員賞与引当金の繰入額31百万円を含んでおります。
・当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額18百万円（取締役分17百万円、監査

役分１百万円）を含んでおります。

　　　ロ．当事業年度に支払った慰労金
　平成26年６月27日開催の第68期定時株主総会決議に基づき、平成26
年３月31日に代表取締役会長を退任した取締役１名に対し支払った慰
労金は、184百万円であります（金額には過年度の事業報告において役員の
報酬等の総額に含めた役員退職慰労引当金の繰入額184百万円が含まれており
ます。）。

　　③　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・取締役宮原次郎氏は、三菱電機株式会社関西支社副支社長を兼務して

おります。三菱電機株式会社は当社の大株主であり主要な仕入先・販
売先であります。

・監査役谷間高氏は、株式会社コプラスの代表取締役社長、株式会社オ
ペレーションファクトリーの社外監査役、株式会社コムエンスホール
ディングスの監査役、株式会社アクセアの取締役を兼務しております。
当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役柳田雅英氏は、三菱電機株式会社関西支社経理部長を兼務して
おります。三菱電機株式会社は当社の大株主であり主要な仕入先・販
売先であります。

・監査役柳田雅英氏は、株式会社たけびしの社外監査役であります。当
社と兼職先との間には特別の関係はありません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況

区 分 活動状況

取 締 役
宮 原 次 郎

平成26年６月27日就任以降に開催された取締役会に12回中
10回出席しました。経営に外部視点を取り入れ、業務執行
に対する監督機能強化を図るという視点から発言をしてお
ります。

監 査 役
谷 間 　 高

当事業年度に開催された取締役会に16回中15回出席し、監
査役会は５回すべてに出席しました。公認会計士としての
専門的見地から、取締役会において取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保するための発言並びに内部統制シス
テムの構築にあたり助言を行っております。また、監査役
会において、当社の経理システム並びに内部監査について
適宜、必要な助言を行っております。

監 査 役
柳 田 雅 英

当事業年度に開催された取締役会に16回中15回出席し、監
査役会は５回すべてに出席しました。関係会社である三菱
電機株式会社関西支社の経理部長であり、会計・業務監査
に外部視点を取り入れ、監査機能強化を図るという視点か
ら発言をしております。

　　　ハ．責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外役員とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社
法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、100万円又は法令が定める
額のいずれか高い額としております。
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(3) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

区　分 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 20,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

20,000千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は、監査役会の

請求に基づいて、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的と

することといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後

最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任

の理由を報告いたします。
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(4) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は、

以下のとおりであります。

①　取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制

　当社並びに子会社の役員、使用人は業務の適正を確保するために法令を
遵守し、定款及び社内規定を規範として、併せて社会人としての倫理観を
持ち誠実に職務を執行する。恒常的業務については社内規定に定める業務
分掌規定、職務権限規定、りん議規定及び職務決裁基準等に基づいた執行
を行うとともに、監査役及び内部監査室が法令・定款・社内規定・マニュ
アル等に基づく業務処理の遵守状況を定期的に監査する体制を執る。また、
当社並びに子会社の事業活動、または役員、使用人に法令違反など疑義あ
る行為等を発見した場合に備え内部通報制度を構築し、運用する。

②　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る重要な情報については、電磁的記録を含め文書
管理規定に基づき適正に保存し安全に管理する。さらに取締役、監査役又
は会計監査人から閲覧の要請があった場合は速やかに閲覧が可能となるよ
う本社において一括して保管する。

③　損失の危険の管理に関する規定その他の体制
　代表取締役を委員長とするリスク管理委員会を設け、業務執行における
全般的なリスク管理体制を整備する。リスク管理委員会は、適宜テーマ別
リスクのワーキンググループを設置し、当該ワーキンググループは与えら
れたテーマに対する予防策及びリスク発生時においては対応策を検討し、
リスク管理委員会へ報告して損失を最小限にとどめる対策を実施するほか、
内部統制システムの体制を検討、改善していく。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制につ
いては、取締役会を原則として毎月１回、定時に開催するほか必要に応じ
て臨時取締役会を随時開催し、経営に関する重要事項の審議、決議及び取
締役の業務執行状況を監督する。主に法令に定めあるもの以外の重要な業
務執行については常務会で審議、決議して取締役会に付議し効率化を促進
するほか、各部門の本部長を兼務する取締役の恒常的業務の決裁について
は業務分掌規定、職務権限規定、りん議規定及び職務決裁基準により決裁
する。
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⑤　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための
体制

　子会社の経営管理については、社内規定に関係会社規定を設け当社経理
部が管理を行うとともに、子会社監査役及び当社の監査役並びに内部監査
室が連携して子会社に対する監査を行い、監査結果を子会社取締役及び当
社取締役に報告する体制を執る。

⑥　監査役会を補助する使用人の体制及びその使用人の取締役会からの独立
性の確保

　監査役の要請がある場合は、監査業務を補助する使用人を配置すること
とする。また、設置した使用人の独立性確保に努めるため、使用人の権限、
使用人に対する指揮命令権を明確にし、また使用人の人事異動、人事評価、
懲戒処分等は監査役の同意を求めることとする。

⑦　取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会へ
の報告に関する体制及びその他監査役の監査が実効的に行われているこ
とを確保するための体制

　監査役は、必要な場合はいつでも取締役及び使用人に対して報告を求め、
重要と判断される会議に出席し、あるいは帳票、書類等の閲覧を求めるこ
とができる。また、内部監査部門と情報を共有し、監査法人、顧問弁護士
と連携に努め、監査の実効性を確保する。

⑧　財務報告の適正性を確保するための体制
　金融商品取引法に基づく内部統制評価制度への適切な対応のため、財務
諸表に係る内部統制システムの構築を行い、継続的に評価し不備があれば
必要な是正を行うとともに、適切な運用を努めることにより財務報告の信
頼性を確保する。

⑨　反社会的勢力排除のための基本的な考え方及び整備状況
　当社並びに子会社は、反社会的勢力とは取引関係も含めて一切の関係を
もたず、毅然とした態度でこれらの者に対し対応する。
　また、反社会的勢力への対応は総務部が統括部門となり、企業防衛対策
協議会に加盟するとともに、警察、弁護士等の外部専門機関と密接な連携
関係を構築している。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成27年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

商 品

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 及 び 装 置

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

15,092,202

5,382,094

8,365,541

52,948

587,163

105,545

554,544

48,542

△4,178

2,626,660

1,289,896

22,292

647,510

113,613

500,000

6,480

8,372

1,328,391

900,998

444,480

△17,087

流 動 負 債 7,130,661

支払手形及び買掛金 5,928,823

短 期 借 入 金 350,000

未 払 法 人 税 等 265,519

賞 与 引 当 金 156,149

役 員 賞 与 引 当 金 31,480

そ の 他 398,688

固 定 負 債 880,817

繰 延 税 金 負 債 627,835

役員退職慰労引当金 82,200

退職給付に係る負債 86,543

資 産 除 去 債 務 12,531

そ の 他 71,706

負 債 合 計 8,011,478

（純  資  産  の  部）

株 主 資 本 9,437,348

資 本 金 1,005,000

資 本 剰 余 金 838,560

利 益 剰 余 金 7,606,673

自 己 株 式 △12,884

その他の包括利益累計額 270,034

その他有価証券評価差額金 248,838

為 替 換 算 調 整 勘 定 4,927

退職給付に係る調整累計額 16,268

純 資 産 合 計 9,707,383

資 産 合 計 17,718,862 負 債 ・ 純 資 産 合 計 17,718,862
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連 結 損 益 計 算 書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

（単位：千円）

科　　　　　目 金　　　　　額

売 上 高 22,022,138

売 上 原 価 19,149,132

売 上 総 利 益 2,873,006

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,245,075

営 業 利 益 627,931

営 業 外 収 益

受 取 利 息 16,109

受 取 配 当 金 11,232

受 取 保 険 金 10,400

社 宅 家 賃 収 入 3,461

為 替 差 益 18,909

投 資 事 業 組 合 運 用 益 15,644

そ の 他 3,869 79,627

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,639

売 上 割 引 14,823

そ の 他 6,982 24,445

経 常 利 益 683,113

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,047,341

投 資 有 価 証 券 償 還 益 88,350

投 資 有 価 証 券 売 却 益 392 2,136,084

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 36,449

そ の 他 1,516 37,965

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,781,231

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 383,106

法 人 税 等 調 整 額 604,127 987,234

少数株主損益調整前当期純利益 1,793,996

当 期 純 利 益 1,793,996
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連結株主資本等変動計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成26年４月１日　残高 1,005,000 838,560 5,886,043 △8,398 7,721,204

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △73,366 △73,366

当 期 純 利 益 1,793,996 1,793,996

自 己 株 式 の 取 得 △4,486 △4,486

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,720,630 △4,486 1,716,144

平成27年３月31日　残高 1,005,000 838,560 7,606,673 △12,884 9,437,348

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計
その他有価証
券評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利
益 累 計 額 合 計

平成26年４月１日　残高 179,738 △6,993 8,136 180,881 7,902,086

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △73,366

当 期 純 利 益 1,793,996

自 己 株 式 の 取 得 △4,486

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

69,100 11,920 8,132 89,152 89,152

連結会計年度中の変動額合計 69,100 11,920 8,132 89,152 1,805,297

平成27年３月31日　残高 248,838 4,927 16,268 270,034 9,707,383
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　３社

・連結子会社の名称　　　　　　　萬世電機香港有限公司

万世電機貿易（上海）有限公司

日本原ソーラーエナジー株式会社

(2) 持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち万世電機貿易（上海）有限公司の決算日は、12月31日であります。

　当連結計算書類の作成に当たっては同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への

出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）については、組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取り込む方法によっております。

ロ．デリバティブ　　　　　　　　時価法

ハ．たな卸資産

・商品　　　　　　　　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　　建物及び構築物　　定率法

機械及び装置　　　定額法

その他　　　　　　主として定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　３年～31年

機械及び装置　　　５年～17年

その他　　　　　　３年～20年

ロ．無形固定資産　　　　　　　　定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　 売上債権等の貸倒損失に備えるため､ 一般債権について

は貸倒実績率により､ 貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し､ 回収不能見込額を

計上しております｡

ロ．賞与引当金　　　　　　　　 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　 役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における

支給見込額に基づき計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金　　　　 役員退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

④　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　　　 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リ

スクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている

場合には、振当処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　 ヘッジ手段…為替予約取引

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び外貨建

　　　　　　予定取引

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　 為替変動リスクの回避目的で需要に伴う取引に限定する

こととし、投機目的とした取引は一切行わない方針であ

ります。

ニ．ヘッジの有効性評価の

　　方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断しております。

⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る会計処理

　　の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給

付債務から年金資産を控除した額を計上しております。
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なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当連結会計年度までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定率法によ

り費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）に

よる定率法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用につい

ては、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の

包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上して

おります。

ロ．消費税等の会計処理　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用して

おります。

ハ．連結納税制度の適用　　　　当社及び一部の連結子会社は、当連結会計年度より、連

結納税制度を適用しております。

(5) 会計方針の変更

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付

会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第

35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適

用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、計算に用いる割引率を従業員の平均

残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期

間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率に変更しております。

　これに伴う当連結会計年度の期首の利益剰余金及び当連結会計年度の営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益への影響はありません。
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(6) 追加情報

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を

改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日

以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これ

に伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.59％から

平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については33.02％

に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、

32.22％となります。

　この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は51,773

千円、法人税等調整額が39,322千円減少し、その他有価証券評価差額金が11,642千円、退職

給付に係る調整累計額が808千円増加しております。

２．連結貸借対照表に関する注記

　有形固定資産の減価償却累計額 252,760千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 4,600千株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．平成26年６月27日開催の第68期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 36,683千円

・１株当たり配当額 ８円

・基準日 平成26年３月31日

・効力発生日 平成26年６月30日

ロ．平成26年11月７日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 36,683千円

・１株当たり配当額 ８円

・基準日 平成26年９月30日

・効力発生日 平成26年12月10日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち､配当の効力発生日が翌期になるもの

　平成27年６月26日開催予定の第69期定時株主総会において次のとおり付議いたしま

す。

・配当金の総額 45,791千円

・１株当たり配当額 10円

・基準日 平成27年３月31日

・効力発生日 平成27年６月29日
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４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①  金融商品に対する取組方針

　当社グループは、短期資金計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達して

おります。余資金は、主に短期的な預金で運用しておりますが、リスクを伴う債券等の

金融商品については、余資金運用規定に従って運用し、また、短期的な運転資金を銀行

借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用

しており、投機的な取引は行わない方針であります。

　②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、

海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されて

おりますが、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。

　有価証券及び投資有価証券は、主に長期保有目的の債券及び取引先との関係強化を目

的とする取引先の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが135日以内の支払期日でありま

す。

　借入金は、主に運転資金調達を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されて

おります。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッ

ジを目的とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段と

ヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結計算書

類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記「(4)会計処理基準に関する事項 

④重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

　③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規定に従い、営業債権について、各営業部門が主要な取引先の状況

を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状

況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社について

も、当社の販売管理規定に準じて、同様の管理を行っております。

　また、債券は、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であり

ます。

  デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定している

ため信用リスクはほとんどないと認識しております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建ての営業債権について、月別に把握された為替の変動リスクに対して、

原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。
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　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務

状況等を把握し、また、債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案

して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内

ルールに従い、資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。年間の取引実

績は、社内に設置されたリスク管理委員会へ報告し、審議される体制としております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管

　理

　当社は、経理部が資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などによ

り流動性リスクを管理しております。

　④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん

でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあり

ます。また、「(2)金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する

契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すもので

はありません。

(2)金融商品の時価等に関する事項

　　平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に

は含まれておりません（(注2)参照）。

連結貸借対照表計上額
（千円）(*)

時価（千円）(*) 差額（千円）

① 現 金 及 び 預 金 5,382,094 5,382,094 －

② 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 8,365,541 8,365,541 －

③ 未 収 入 金 554,544 554,544 －

④
有価証券及び投資有価証券
　 そ の 他 有 価 証 券

871,038 871,038 －

⑤ 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 (5,928,823) (5,928,823) －

⑥ 短 期 借 入 金 (350,000) (350,000) －

⑦ 未 払 法 人 税 等 (265,519) (265,519) －

 (*) 負債に計上されているものについては、(  )で示しています。
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　（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、③未収入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

④有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引所の価格又

は取引金融機関等から提示された価格によっております。

　なお、有価証券及び投資有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関す

る連結貸借対照表計上額と取得原価との差額は以下のとおりです。

種類
連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価
（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

(1）株式 688,242 351,908 336,333

(2）債券

①　国債・地方
債等

－ － －

②　社債 101,595 100,000 1,595

③　その他 － － －

(3）その他 81,201 58,435 22,765

小計 871,038 510,344 360,694

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券

①　国債・地方
債等

－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 871,038 510,344 360,694

⑤支払手形及び買掛金、⑥短期借入金、⑦未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。
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 (注2)非上場株式（連結貸借対照表計上額　35,742千円）及び投資事業有限責任組合に対する

出資金（連結貸借対照表計上額　47,166千円）については、市場価格がなく、かつ将来キャ

ッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、「④有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

 (注3)金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

1年以内

（千円）

1年超
5年以内
（千円）

5年超
10年以内
（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 5,382,094 － － －

受取手形及び売掛金 8,365,541 － － －

未収入金 554,544 － － －

有価証券及び投資有価証券
　その他有価証券のうち満期があるもの 46,526 100,000 － －

合計 14,348,707 100,000 － －

５．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,119円89銭

(2) １株当たり当期純利益 391円33銭

６．その他の注記

　貸出コミットメントの未実行残高

　当連結会社においては、運転資金の効率的な調整を行うため取引銀行５行と貸出コミット

メントライン契約を締結しております。これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借 入 実 行 残 高 300,000千円

差 引 額 700,000千円
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貸　借　対　照　表

（平成27年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 定 期 預 金

出 資 金

長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

差 入 保 証 金

会 員 権

そ の 他

貸 倒 引 当 金

14,855,827

5,282,193

3,457,443

4,826,898

52,948

558,172

20,494

99,766

51,673

492,367

18,010

△4,142

2,747,591

640,774

22,292

0

4,869

113,613

500,000

8,372

3,668

4,704

2,098,444

615,298

339,625

300,000

480

770,042

847

31,736

17,240

40,261

△17,087

流 動 負 債 7,230,911

支 払 手 形 964,403

買 掛 金 4,921,296

短 期 借 入 金 350,000

未 払 金 265,291

未 払 費 用 49,468

未 払 法 人 税 等 264,850

未 払 消 費 税 等 121,285

前 受 金 82,080

預 り 金 25,539

前 受 収 益 742

賞 与 引 当 金 154,472

役 員 賞 与 引 当 金 31,480

固 定 負 債 732,012

繰 延 税 金 負 債 467,559

退 職 給 付 引 当 金 110,546

役員退職慰労引当金 82,200

預 り 保 証 金 71,706

負 債 合 計 7,962,924

（純  資  産  の  部）

株 主 資 本 9,391,655

資 本 金 1,005,000

資 本 剰 余 金 838,560

資 本 準 備 金 838,560

利 益 剰 余 金 7,560,980

利 益 準 備 金 97,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 7,463,980

別 途 積 立 金 4,900,000

固定資産圧縮特別勘定積立金 829,176

繰 越 利 益 剰 余 金 1,734,804

自 己 株 式 △12,884

評価・換算差額等 248,838

その他有価証券評価差額金 248,838

純 資 産 合 計 9,640,494

資 産 合 計 17,603,419 負 債 ・ 純 資 産 合 計 17,603,419
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損　益　計　算　書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

（単位：千円）

科　　　　　目 金　　　　　額

売 上 高 21,506,629

売 上 原 価 18,711,230

売 上 総 利 益 2,795,399

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,169,225

営 業 利 益 626,173

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5,684

有 価 証 券 利 息 13,939

受 取 配 当 金 11,232

受 取 保 険 金 10,400

社 宅 家 賃 収 入 3,461

為 替 差 益 20,564

投 資 事 業 組 合 運 用 益 15,644

そ の 他 1,350 82,276

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,691

売 上 割 引 14,823

そ の 他 5,136 22,651

経 常 利 益 685,798

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,047,341

投 資 有 価 証 券 償 還 益 88,350

投 資 有 価 証 券 売 却 益 392 2,136,084

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 19,054

固 定 資 産 除 却 損 36,449

そ の 他 1,516 57,020

税 引 前 当 期 純 利 益 2,764,862

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 526,288

法 人 税 等 調 整 額 456,288 982,576

当 期 純 利 益 1,782,285
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株主資本等変動計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金

固定資産圧
縮特別勘定
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

平成26年４月１日　残高 1,005,000 838,560 838,560 97,000 4,900,000 － 855,060 5,852,060

事業年度中の変動額

固 定 資 産 圧 縮
特 別 勘 定
積 立 金 の 積 立

829,176 △829,176 －

剰余金の配当 △73,366 △73,366

当 期 純 利 益 1,782,285 1,782,285

自己株式の取得

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － － － － 829,176 879,743 1,708,919

平成27年３月31日　残高 1,005,000 838,560 838,560 97,000 4,900,000 829,176 1,734,804 7,560,980

株主資本 評価・換算差額等

純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成26年４月１日　残高 △8,398 7,687,222 179,738 179,738 7,866,960

事業年度中の変動額

固 定 資 産 圧 縮
特 別 勘 定
積 立 金 の 積 立

－ －

剰余金の配当 △73,366 △73,366

当 期 純 利 益 1,782,285 1,782,285

自己株式の取得 △4,486 △4,486 △4,486

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

69,100 69,100 69,100

事業年度中の変動額合計 △4,486 1,704,433 69,100 69,100 1,773,533

平成27年３月31日　残高 △12,884 9,391,655 248,838 248,838 9,640,494
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式　　　　　　　　　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への

出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）については、組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取り込む方法によっております。

③　デリバティブ　　　　　　　　時価法

④　たな卸資産

・商品　　　　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　３年～31年

構築物　　　　　　　　７年～10年

工具、器具及び備品　　３年～20年

②　無形固定資産　　　　　　　　定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額の当事業年度負担額を計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給

見込額に基づき計上しております。
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④　退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給

付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法に

ついては、期間定額基準によっております。

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定率法によ

り費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による

定率法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。

⑤　役員退職慰労引当金　　　　　役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

(4) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リ

スクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている

場合には、振当処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段…為替予約取引

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び外貨建

　　　　　　予定取引

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　為替変動リスクの回避目的で需要に伴う取引に限定する

こととし、投機目的とした取引は一切行わない方針であ

ります。

④　ヘッジの有効性評価の方法　　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

①　退職給付に係る会計処理　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去

勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類

におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

②　消費税等の会計処理　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用して

おります。

③　連結納税制度の適用　　　　　当事業年度より連結納税制度を適用しております。
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(6) 会計方針の変更

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付

会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を当事業年度より適用

し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、計算に用いる割引率を従業員の平均残

存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間

ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率に変更しております。

　これに伴う当事業年度の期首の繰越利益剰余金及び当事業年度の営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益への影響はありません。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 226,691千円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務

①　短期金銭債権 409,625千円

②　長期金銭債権 770,042千円

③　短期金銭債務 2,529,268千円

３．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

①　売上高 1,006,652千円

②　仕入高 8,506,206千円

③　営業取引以外の取引高 3,645千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 20千株
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５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

①　流動の部

　　　繰延税金資産

賞与引当金 51,006千円

未払事業税及び事業所税 31,711千円

その他 19,168千円

繰延税金資産合計 101,887千円

　　　繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △2,120千円

繰延税金負債合計 △2,120千円

繰延税金資産（△は負債）の純額 99,766千円

②　固定の部

　　　繰延税金資産

役員退職慰労引当金 26,484千円

退職給付引当金 35,618千円

投資有価証券 7,088千円

関係会社株式 32,515千円

会員権 26,607千円

その他 12,315千円

繰延税金資産小計 140,629千円

評価性引当額 △104,295千円

繰延税金資産合計 36,333千円

　　　繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △109,735千円

固定資産圧縮特別勘定積立金 △394,158千円

繰延税金負債合計 △503,893千円

繰延税金資産（△は負債）の純額 △467,559千円
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(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を

改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日

以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴

い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.59％から平成

27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.02％に、平成28

年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.22％となり

ます。

　この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は41,138

千円、法人税等調整額が29,496千円減少し、その他有価証券評価差額金が11,642千円増加し

ております。

６．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

その他
の関係
会社

三菱電機㈱
東京都
千代田
区

175,820

電気機械
器具の製
造、販売
等

被所有
直接

21.9
間接

0.1
 ―――

22.0

同社製
品の購
入等

営業
取引

商品の
販売

売上高
973,241

売掛金 189,731

商品の
購入
(仕入
値引)

仕入高
8,443,613

買掛金 2,375,475

未収入金 141,093

（注）１．上記取引金額には消費税等は含まれておりませんが、債権債務の残高には消費税等が

含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

売上高、仕入高については、一般的な市場価格・決済条件に基づき決定しております。

(2) 子会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社
日本原ソー
ラーエナジ
ー㈱

大阪市
福島区

10
太陽光
発電事
業

所有
直接
100.0

資金の
貸付
役員の
兼任

営業
外取
引

資金の
貸付

受取利息
3,216

長期貸
付金

740,000

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。

なお、担保は受け入れておりません。
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(3) 役員及び個人主要株主等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

日光産業㈱
（注1）

大阪市
福島区

10
不動産
賃貸業

被所有
直接

11.6

設備の
賃貸

営業
取引

倉庫の
賃借

倉庫賃借
料
20,000

－ －

土地の
賃借

土地賃借
料
10,000

－ －

賃借保
証金の
差入

－
差入保
証金

10,000

（注）１．当社取締役社長占部正浩、取締役相談役占部嘉英及びその近親者が議決権の100％を直

接所有しております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

倉庫賃借料は本社倉庫の土地・建物に係るものであり、平成26年11月までの賃借契約

を締結しております。

土地賃借料は新本社の土地に係るものであり、平成26年12月以降賃借契約を締結して

おります。

なお、いずれも不動産鑑定評価額を基礎として決定しております。

(4) 兄弟会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

その他
の関係
会社の
子会社

三菱電機住
環境システ
ムズ㈱

東京都
台東区

2,627
家庭用
電化製
品販売

－
同社製
品の購
入

営業
取引

商品の
購入
（仕入
値引）

仕入高
2,601,095

買掛金 754,025

未収入金 71,564

（注）１．上記取引金額には消費税等は含まれておりませんが、債権債務の残高には消費税等が

含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

商品の購入については、価格その他の取引条件は市場の実勢を参考に折衝の上決定し

ております。
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７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,105円28銭

(2) １株当たり当期純利益 388円78銭

８．その他の注記

　貸出コミットメントの未実行残高

　当社においては、運転資金の効率的な調整を行うため取引銀行５行と貸出コミットメント

ライン契約を締結しております。これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借 入 実 行 残 高 300,000千円

差 引 額 700,000千円
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年５月８日

萬世電機株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 三 宅 　 　 昇 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 尾 仲 　 伸 之 

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、萬世電機株式会社の平

成26年4月1日から平成27年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結

注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不

正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施

することを求めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤

謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び

適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも

のではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切

な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内

部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用

方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計

算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、萬世電機株式会社及び連結子会社からな

る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年５月８日

萬世電機株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 三 宅 　 　 昇 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 尾 仲 　 伸 之 

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、萬世電機株式会

社の平成26年4月1日から平成27年3月31日までの第69期事業年度の計算書類、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並

びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附

属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査

法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策

定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査

証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ

り、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス

クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に

ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその

附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検

討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附

属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

平成27年５月11日

萬世電機株式会社

代表取締役社長　占部 正浩 殿

萬世電機株式会社　監査役会

常勤監査役 柴　田　喜一郎 

監　査　役 谷 間 　 高 

監　査　役 柳 田 雅 英 

　当監査役会は、平成26年4月1日から平成27年3月31日までの第69期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施
状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他
重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事
業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要な
ものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関
する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統
制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま
した。
　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任監査法
人トーマツからの当該内部統制の評価並びに監査の状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。
　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交
換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書に
ついて検討いたしました。
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　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して
いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月
28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
　(1)　事業報告等の監査結果
　一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。
　二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。
　三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び
取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指
摘すべき事項は認められません。

　(2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当
であると認めます。

　(3)　連結計算書類の監査結果
会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当
であると認めます。

以　上
（注）監査役 谷間　高及び監査役 柳田雅英は、会社法第2条第16号及び第335条第3項に定

める社外監査役であります。

以　上

－ 41 －



株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は、業績及び経営環境を総合的に勘案し、利益還元を行うことを基本

方針としております。第69期の期末配当及びその他の剰余金の処分につきま

しては、当事業年度の業績並びに今後の事業展開等を勘案いたしまして、次

のとおりといたしたいと存じます。

　１．期末配当に関する事項

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金10円といたしたいと存じます。

　この場合の配当総額は45,791,950円となります。

（中間配当金として１株につき８円をお支払いしておりますので年

間配当金は１株につき18円となります。）

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成27年６月29日といたしたいと存じます。

　　　２．その他の剰余金の処分に関する事項

　　　　①　減少する剰余金の項目とその額

　　　　　　繰越利益剰余金　1,300,000,000円

　　　　②　増加する剰余金の項目とその額

　　　　　　別途積立金　　　1,300,000,000円
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第２号議案　取締役８名選任の件

　取締役全員（８名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。

　つきましては、取締役８名の選任をお願いしたいと存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者

番号

ふ り が な

氏 名

( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位及び担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社

株 式 の 数

１

うらべまさひろ

占 部 正 浩

(昭和44年10月10日生)

平成11年３月　当社入社
平成13年６月　当社取締役機電本部長
平成15年６月　当社専務取締役ファシリティー本部長
平成17年６月　当社取締役副社長（代表取締役）
平成19年４月　当社取締役副社長兼東京支店長
　　　　　　　（代表取締役）
平成21年４月　当社取締役社長（代表取締役）(現任)
（重要な兼職の状況）
　萬世電機香港有限公司取締役
　日光産業株式会社取締役

92,050株

２

むらやまけんじ

村 山 憲 司

(昭和27年6月8日生)

昭和50年４月　株式会社三菱銀行入行
平成10年１月　株式会社東京三菱銀行北畠支店長
平成11年10月　同行今里支社長
平成13年４月　同行東大阪支社長
平成15年３月　同行梅田支社長
平成17年４月　中央青山監査法人ディレクター
平成19年２月　当社管理本部副本部長
平成19年６月　当社取締役管理本部長
平成21年６月　当社常務取締役管理本部長
平成22年10月　当社常務取締役管理本部長兼経営企画部

長
平成26年４月　当社専務取締役管理本部長兼経営企画部

長（現任）
（重要な兼職の状況）
　日本原ソーラーエナジー株式会社代表取締役
　万世電機貿易（上海）有限公司監事

11,000株
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候補者
番号

ふ り が な

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

３

お く だ ひ ろ し

奥 田 弘 志

(昭和29年10月29日生)

昭和52年４月　当社入社
平成14年１月　当社機電本部工業システム第一部長
平成15年４月　当社産業システム本部産業システム第一

部長（職掌変更及び名称変更）
平成18年４月　当社産業システム本部産業システム第一

部長兼機電部長
平成19年４月　当社産業システム本部長兼システムエン

ジニアリング部長兼産業システム第一部
長兼機電部長

平成19年６月　当社取締役産業システム本部長兼システ
ムエンジニアリング部長兼産業システム
第一部長兼機電部長

平成21年４月　当社取締役産業システム本部長兼東京支
店長兼システムエンジニアリング部担当
兼機電部長

平成23年４月　当社取締役産業システム本部長兼システ
ムエンジニアリング部担当兼産業システ
ム第二部長

平成25年４月　当社取締役産業システム本部長兼システ
ムエンジニアリング部担当

平成26年４月　当社常務取締役産業システム本部長兼シ
ステムエンジニアリング部担当（現任）

（重要な兼職の状況）
　万世電機貿易（上海）有限公司執行董事

15,000株

４

まつおかなおき

松 岡 直 樹

(昭和29年2月22日生)

昭和52年４月　当社入社
平成14年４月　当社機電本部システムエンジニアリング

部長
平成19年４月　当社ＦＡ機器本部副本部長兼ＦＡ機器第

二部長
平成21年４月　当社ＦＡ機器本部長兼業務部長兼配電制

御部長
平成21年６月　当社取締役ＦＡ機器本部長兼業務部長兼

配電制御部長
平成23年４月　当社取締役ＦＡ機器本部長兼神戸支店長

兼業務部長
平成26年４月　当社常務取締役ＦＡ機器本部長兼神戸支

店長兼業務部長（現任）

10,000株
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候補者
番号

ふ り が な

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

５

こ お り や ま ま さ ひ で

郡 山 公 秀

(昭和30年12月13日生)

昭和60年４月　当社入社

平成16年４月　当社ファシリティー本部ファシリティー

第一部長

平成22年４月　当社ファシリティー本部長兼神戸支店長

兼ファシリティー第一部長

平成22年６月　当社取締役ファシリティー本部長兼神戸

支店長兼ファシリティー第一部長

平成23年４月　当社取締役ファシリティー本部長兼ファ

シリティー第一部長

平成25年４月　当社取締役ファシリティー本部長兼ファ

シリティー第一部長兼ファシリティー第

三部長（現任）

7,000株

６

いとうひろゆき

伊 藤 弘 行

(昭和32年11月14日生)

昭和57年４月　三菱電機株式会社入社

平成14年４月　同社北伊丹製作所営業部長

平成15年４月　株式会社ルネサステクノロジ営業推進部

長

平成18年４月　同社営業本部販売推進統括部長

平成22年４月　ルネサスエレクトロニクス販売株式会社

第六営業副統括部長

平成25年１月　同社執行役員第五営業統括部長

平成25年９月　当社電子デバイス本部副本部長

平成25年10月　当社電子デバイス本部副本部長兼東京支

店長兼電子技術部長

平成26年４月　当社電子デバイス本部長兼東京支店長兼

電子技術部長

平成26年６月　当社取締役電子デバイス本部長兼東京支

店長兼電子技術部長（現任）

（重要な兼職の状況）

　萬世電機香港有限公司董事長

2,000株

７

うらべよしひで

占 部 嘉 英

(昭和14年5月8日生)

昭和38年４月　当社入社

昭和48年11月　当社取締役

昭和54年12月　当社常務取締役

昭和56年12月　当社専務取締役

昭和61年12月　当社取締役副社長（代表取締役）

平成３年11月　当社取締役社長（代表取締役）

平成21年４月　当社取締役会長（代表取締役）

平成26年４月　当社取締役相談役（現任）

（重要な兼職の状況）

　日光産業株式会社監査役

78,100株

８

おおばよしなり

大 庭 能 成

(昭和37年9月22日生)

昭和60年４月　三菱電機株式会社入社

平成23年４月　同社九州支社ＦＡシステム部長

平成27年４月　同社関西支社機器第二部長（現任）

0株
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（注）１．候補者占部正浩氏は、日光産業株式会社の取締役であり、当社は同社から不動産を賃

　　　　　借しています。

　　　２．その他の各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　３．社外取締役候補者に関する特記事項

　　　　①　大庭能成氏は、社外取締役候補者であります。

　　　　②　同氏は、三菱電機株式会社関西支社機器第二部長を兼務しております。同社は当社

　　　　　　の大株主であり特定関係事業者（主要な仕入先・販売先）であります。また、同氏

　　　　　　は三菱電機株式会社より使用人としての給与等を受ける予定があり、過去２年間に

　　　　　　おいても受けております。

　　　　③　当社の経営に外部的視点を取り入れることにより、業務執行に対する監督機能の強

　　　　　　化が期待されることから社外取締役として選任をお願いするものであります。

　　　　④　当社は、大庭能成氏の選任が承認された場合、同氏と当社の間で、会社法第427条第

　　　　　　１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結す

　　　　　　る予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、100万円又は法令が

　　　　　　定める額のいずれか高い額とするものであります。
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第３号議案　監査役２名選任の件

　監査役　柴田喜一郎氏及び柳田雅英氏は本総会終結の時をもって任期満了

となります。

　つきましては、監査役２名の選任をお願いしたいと存じます。

　なお、本議案につきましては監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴 及 び 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

１

し ば た き い ち ろ う

柴 田 喜 一 郎

(昭和27年3月26日生)

昭和60年４月　当社入社
平成11年４月　当社経営企画部長
平成20年４月　当社産業システム第二部長
平成23年６月　当社常勤監査役(現任)

5,000株

２

いいづかたけし

飯 塚 丈 志

(昭和38年2月9日生)

昭和61年４月　三菱電機株式会社入社
平成26年４月　同社本社経理部新制度導入プロジェクト
　　　　　　　グループマネージャー
平成27年４月　同社関西支社経理部長（現任）

0株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．社外監査役候補者に関する特記事項

　　　　①　飯塚丈志氏は、社外監査役候補者であります。

　　　　②　同氏は、三菱電機株式会社関西支社経理部長を兼務しております。同社は当社の大

　　　　　　株主であり特定関係事業者（主要な仕入先・販売先）であります。また、同氏は三

　　　　　　菱電機株式会社より使用人としての給与等を受ける予定があり、過去２年間におい

　　　　　　ても受けております。

　　　　③　同氏は財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。会計・業務監査に

　　　　　　おいて外部視点を取り入れ、監査機能強化を図れることから社外監査役として選任

　　　　　　をお願いするものであります。

　　　　④　当社は、飯塚丈志氏の選任が承認された場合、同氏と当社の間で、会社法第427条第

　　　　　　1項の規定に基づき、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結する

　　　　　　予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、100万円又は法令が定

　　　　　　める額のいずれか高い額とするものであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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株主総会会場ご案内図

萬世電機株式会社　本社４階会議室

〒553-0003 大阪市福島区福島７丁目15番30号

電話　06－6454－8211番

ＪＲ環状線「福島」駅より北へ徒歩約５分

ＪＲ東西線「新福島」駅、阪神電車「福島」駅より北へ徒歩約７分


